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文京学院大学大学院学則(案) 

 

第 １ 章  総     則 

 

（趣旨・目的） 

第 １ 条 この学則は、文京学院大学学則（以下「学則」という。）第３条第３項の規定に基づき、文

京学院大学大学院（以下「大学院」という。）について必要な事項を定める。 

２ 大学院は、「自立と共生」の建学の精神に則り、教育基本法ならびに学校教育法に基づき、

学術の理論および応用を教授研究し、その深奥をきわめて社会の発展に寄与することを目的

とする。 

（自己点検・評価等） 

第 ２ 条 本大学院は、教育研究水準の向上を図り、前条に定める目的および社会的使命を達成する

ため、教育研究活動等の状況について自ら点検および評価を行う。 

２ 前項の点検および評価を行うに当たっての項目ならびに実施体制等については、別に定め

る。 

（人材養成） 

第 ３ 条 大学院設置基準の趣旨に沿い、各研究科において以下の人材養成を目指す。 

 

研 究 科 専 攻 目 標 と す る 人 材 

経営学研究科 経営学専攻 ビジネス・マネジメントコース 

高い経営能力をもった上級管理職、高度な専門職業人お

よび新しいビジネスの創造を目指す人材の養成 

コンテンツ・マネジメントコース 

コンテンツを生み出すクリエイターとビジネス市場の橋 

渡しをするコンテンツプロデューサーを目指す人材の養

成 

税務マネジメントコース 

理論と実務を架橋できる研究者や高度な専門職業人およ

び戦略的思考をもった上級管理職の養成 

人間学研究科 人間学専攻 

 

 

心理学専攻 

保育・福祉領域の現在直面している諸問題や将来あるべき

諸制度・方法に関する研究を通じて研究者の養成ならびに

専門職業人の養成を目的とする。 

心理学の基本的領域の問題に対して理論的研究を深化さ

せ、それに基づいた実践的かつ臨床的領域における研究者

ならびに専門職業人の養成を目的とする。 

外国語学研究科 英語コミュニケーシ

ョン専攻 

高度の英語力、IT技能、専門分野の知識をバランスよくあ

わせもつ専門的職業人の育成を目指す。 

・国際機関、国際企業、国際協力・貢献 NGO などで活躍

できる人材 

・異文化理解の増進に貢献しうる人材 

・国際語としての英語が使える日本人を効率的に養成でき

る教員 

保健医療科学研

究科 

保健医療科学専攻 保健医療領域での多職種チームによる多角的なアプローチ

を統括できる人材の育成を目指す。そのために理学療法士、

作業療法士、臨床検査技師等の有資格者に対して、より高
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度な専門的知識および技術を教授し、医療技術分野を学術

的･理論的に研究し科学的にとらえられる研究者ならびに

高度専門職業人の養成を目的とする。 

看護学研究科 看護学専攻 看護師、保健師、助産師等の有資格者に対して、さらに高

度な専門的技術を教授するとともに、高度な看護学の知識

を教授し、看護実践を科学的にとらえて学術的、理論的に

研究していこうとするものである。 

 

第２章  基 本 組 織 

 

（研究科、専攻、課程および学生定員） 

第 ４ 条 本大学院に設置する研究科、専攻、課程および学生定員は次のとおりとする。 

研 究 科 専   攻 課  程 入学定員 収容定員 

経営学研究科 経営学専攻 修士課程 ３０名 ６０名 

人間学研究科 
人間学専攻 修士課程 １０名 ２０名 

心理学専攻 修士課程 ２０名 ４０名 

外国語学研究科 英語コミュニケーション専攻 修士課程 １０名 ２０名 

保健医療科学研究科 保健医療科学専攻 修士課程 ２０名 ４０名 

看護学研究科 看護学専攻 修士課程 １０名 ２０名 

２ 本大学院においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特定の

時間または時期において授業または研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことが

できる。 

３ 本大学院においては、社会人学生の利便を図るため、大学院教育の一部を本校以外の場所

で行うことができる。 

 

第３章  教 員 組 織  

 

（教 員） 

第 ５ 条 本大学院研究科に、教授、准教授、助教を置く。 

２ 研究指導を担当する教員は、「指導教員」と称する。 

 

第４章  運 営 組 織 

 

（大学運営会議） 

第 ６ 条 大学運営会議に関する事項は、学則第４章に定めるところによる。 

（研究科委員会） 

第 ７ 条 各研究科に、研究科の重要事項を審議決定するため研究科委員会を必ず置く。 

   ２ 研究科委員会は、教育研究に関する事項について審議する機関であり、決定権者である学

長に対して意見を述べる機関である。 

３ 研究科委員会については、別に定める。 

（研究科委員長） 

第 ８ 条 各研究科に、研究科委員長を置く。 
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２ 研究科委員長は、研究科委員会を招集し、その議長となる。 

３ 研究科委員長は、「大学組織職務権限規程」第９条第３項に基づき、当該大学院研究科担当

の教授のうちから学長の推薦に基づき、理事長が任命する。 

４ 研究科委員長の任期は２年とし、再任は妨げない。 

（研究科委員会の組織） 

第 ９ 条 研究科委員会は、当該研究科の授業および研究指導を担当する教授、授業のみを担当する教

授をもって組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず、研究科委員会が必要と認めたときは、研究科委員会に准教授そ

の他の職員を加えることができる。 

３ 学長、副学長および事務局長は、研究科委員会に出席して意見を述べることができる。 

４ 研究科委員会の運営方法、定足数および議決方法その他については、別に定める。 

（研究科委員会の審議事項） 

第１０条 研究科委員会は、次の事項を審議し、学長が決定を行うにあたり意見を述べる。 

１）学生の入学、転入学、転学、休学、留学、退学、再入学、除籍、卒業及び課程の修了に

関する事項 

２）学位の授与に関する事項 

３）学長が定める事項 

※「学校教育法第９３条２項３号の学長が定める事項｣については、別途学長裁定規程として

定める。 

２ 研究科委員会は、次の事項を審議し、学長等（学長及び学部長その他の教授会が置かれる

組織の長）から求められた場合、意見を述べる。 

１）科目等履修生、聴講生、研究生、外国人留学生に関する事項 

２）大学院学生団体および学生の生活指導に関する事項 

３）大学院学生の賞罰に関する事項 

４）その他教育研究に関する事項 

 

第５章  修業年限および在学年限 

 

（修業年限） 

第１１条 本大学院の標準修業年限は２年とする。 

２ 大学院学生は、指導教員および研究科委員長を経て、学長の許可を受け、４年まで延長す

ることができる。 

３ 本大学院では、学生の多様な学習動機・目的に応えるため、社会人を対象に標準在籍１年

の学生を受け入れることがある。１年在籍修了生については、別に定める。 

（在学年限） 

第１２条 本大学院の学生は、４年を超えて在学することができない。 

 

第６章  学 年、学 期、および休業日 

 

（学年・学期・休業日） 

第１３条 学年、学期および休業日については、文京学院大学学則第７章の規程を準用する。 

 

第７章  教育課程および履修方法等 

 

（授業科目） 

第１４条 本大学院経営学研究科において開設する授業科目およびその単位数は、別表のとおりとす
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る。 

（１）前号に定めるもののほか、必要に応じて特定の授業科目を設けることがある。 

（２）経営学研究科経営学専攻の学生は、指導教員の指示に従って、該当する別表の授業科目

から、修士課程においては、３２単位以上履修するとともに、必要な研究指導を受けな

ければならない。 

２ 本大学院人間学研究科において開設する授業科目およびその単位数は、別表のとおりとす

る。 

（１）前号に定めるもののほか、必要に応じて特定の授業科目を設けることがある。 

（２）人間学研究科人間学専攻の学生は、指導教員の指示に従って、該当する別表の授業科目

から、修士課程においては、３２単位以上履修するとともに、必要な研究指導を受けな

ければならない。 

（３）人間学研究科人間学専攻保育学コースにおいては、幼稚園教諭専修免許状を受けること

ができる。授業科目の履修方法については、別表の通りとする。 

（４）人間学研究科心理学専攻の学生は、指導教員の指示に従って、該当する別表の授業科目

から、修士課程においては、３２単位以上履修するとともに、必要な研究指導を受けな

ければならない。 

３ 本大学院外国語学研究科において開設する授業科目およびその単位数は、別表のとおりと

する。 

（１）外国語学研究科英語コミュニケーション専攻の学生は、指導教員の指示に従って、該当

する別表の授業科目から、修士課程においては、３２単位以上履修するとともに、必要

な研究指導を受けなければならない。 

（２）外国語学研究科英語コミュニケーション専攻においては、中学校・高等学校教諭専修免

許（英語）を受けることができる。授業科目の履修方法については、別表の通りとする。 

４ 本大学院保健医療科学研究科において開設する授業科目およびその単位数は、別表のとお

りとする。 

（１）前号に定めるもののほか、必要に応じて特定の授業科目を設けることがある。 

（２）保健医療科学研究科保健医療科学専攻の学生は、指導教員の指示に従って、該当する別

表の授業科目から、修士課程においては、３２単位以上履修するとともに、必要な研究

指導を受けなければな 

らない。 

５ 本大学院看護学研究科において開設する授業科目およびその単位数は、別表のとおりとす

る。 

（１）前号に定めるもののほか、必要に応じて特定の授業科目を設けることがある。 

（２）看護学研究科看護学専攻の学生は、指導教員の指示に従って、該当する別表の授業科目

から、修士課程においては、３０単位以上履修するとともに、必要な研究指導を受けな

ければならない。 

 

６ 授業科目の履修方法については、別表のとおりとする。 

 

 

第８章  課程修了の要件等 

 

（履修の認定） 

第１５条 各授業科目の履修の認定は、試験または研究報告等により、授業科目担当教員が学期末ま

たは学年末に行う。 

（科目等履修生が履修した単位の認定） 
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第１６条  大学院生が、本学大学院研究科の科目等履修生として履修した科目について、１０単位を

限度として、当該研究科において修得した単位とみなす。 

（他の大学院等における修学および留学） 

第１７条 学生が他の大学院の授業科目を履修することが教育上有益であると研究科委員会において

認めるときは、あらかじめ当該他の大学院と協議のうえ、学生が当該他の大学院の授業科目

を履修することを認めることがある。 

２ 前項の規定により履修した他の大学院の授業科目について修得した単位は、８単位を限度

として、本大学院の研究科において修得した単位とみなす。 

（他の大学院等における研究指導） 

第１８条 大学院学生が他の大学院、または高度の水準を有する研究所において研究指導を受けるこ

とが教育上有益であると研究科委員会において認めるときは、あらかじめ、当該他の大学院

等と協議のうえ、学生が当該他の大学院等において研究指導の一部を受けることを認めるこ

とがある。ただし、１年を超えないものとする。 

２ 前項の規定により受けた研究指導は、本大学院の研究科において受けた研究指導とみなす。 

（外国の大学院等における修学および留学） 

第１９条 大学院学生が、外国の大学院またはこれに相当する高等教育機関等において修学すること

が教育上有益であると研究科委員会において認めるときは、あらかじめ当該外国の大学院等

と協議の上、大学院学生が当該外国の大学院等に留学することを認めることがある。 

２ 前項の規定により留学した期間は、在学年数に算入する。 

３ 第１項の規定により留学して得た修学の成果は、８単位を超えない範囲で本大学院におい

て修得した単位または受けた研究指導とする。 

４ 前項により付与することができる単位数は、第１７条により本学において修得したものと

みなす単位数と合わせて８単位を超えないものとする。 

（成績評価） 

第２０条 成績の評価は、秀、優、良、可、不可とし、秀、優、良、可を合格とし、不可を不合格と

する。 

２ 評価の基準を次のようにする。 

秀 ９０～１００点 

優  ８０～８９点 

良  ７０～７９点 

可  ６０～６９点 

不可 ５９点以下 

（修 了） 

第２１条 経営学研究科経営学専攻修士課程を修了の要件は、大学院に２年以上在学し、３２単位以

上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応じ、当該大学院の行

う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査および試験に合格することとする。

ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に１年以上在学す

れば足りるものとする。 

２ 人間学研究科人間学専攻修士課程を修了の要件は、大学院に２年以上在学し、３２単位以

上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応じ、当該大学院の行

う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査および試験に合格することとする。

ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に１年以上在学す

れば足りるものとする。 

３ 人間学研究科心理学専攻修士課程を修了の要件は、大学院に２年以上在学し、３２単位以

上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応じ、当該大学院の行
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う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査および試験に合格することとする。

ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学院に１年以上在学す

れば足りるものとする。 

４ 外国語学研究科英語コミュニケーション専攻修士課程を修了の要件は、大学院に２年以上

在学し、３２単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応

じ、当該大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査および試験に合

格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、大学

院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

５ 保健医療科学研究科保健医療科学専攻修士課程を修了の要件は、大学院に２年以上在学し、

３２単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応じ、当該

大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査および試験に合格するこ

ととする。 

６ 看護学研究科看護学専攻修士課程を修了の要件は、大学院に２年以上在学し、３０単位以

上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応じ、当該大学院の行

う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査および試験に合格することとする。 

７ 本条第１項、第２項、第３項、第４項、第５項、第６項の場合において、当該修士課程の

目的に応じ適当と認められるときは、特定の課題についての研究の成果の審査をもって修士

論文の審査に代えることができる。 

（修士論文の審査および最終試験） 

第２２条 修士論文の審査は、指導教員を含め、研究科委員会で選定する３名の教員が行うものとす

る。ただし、必要があるときは、他の大学院等所属の教員等の意見を聞くことができる。 

２ 最終試験は、修士論文の審査が終わった後に、修士論文を中心として、これに関連ある科

目について行う。 

３ 最終試験は、筆記および口頭により行うものとする。 

 

第９章  学      位 

 

（学位の授与） 

第２３条 修士論文の審査および最終試験に合格し、第２１条に定める修了の要件を満たした者につ

いては、研究科委員会の議を経て、学長が修了を認定する。 

２ 学長は、修了を認定した者に対して、次の区分により修士の学位を授与する。 

研 究 科 専       攻 課  程 学        位 

経営学研究科 経営学専攻 修士課程 修士（経営学） 

人間学研究科 
人間学専攻 修士課程 修士（人間学） 

心理学専攻 修士課程 修士（心理学） 

外国語学研究科 英語コミュニケーション専攻 修士課程 修士（英語コミュニケーション） 

保健医療科学研究科 保健医療科学専攻 修士課程 修士（保健医療科学） 

看護学研究科 看護学専攻 修士課程 修士（看護学） 

３ その他、学位に関する事項は、別に定める学位規程による。 

 

第１０章  入学、休学、転入学、転学、再入学、退学および除籍 
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（入学の時期） 

第２４条 入学の時期は、学年の始めとする。 

（入学資格） 

第２５条 本大学院に入学することができる者は、次の各号の１に該当する者とする。 

（１）大学を卒業した者 

（２）学校教育法第６８条２項３号の規定により学士の学位を授与された者 

（３）外国において、学校教育における１６年の課程を修了した者 

（４）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年文部省告示第 5 号） 

（５）本大学院において、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で２２才以上

の者 

（入学出願手続） 

第２６条 本大学院に入学を志願する者は、次の書類に検定料を添えて、所定の期日までに提出しな

ければならない。 

（１）本大学院所定の入学願書 

（２）卒業または卒業見込証明書、もしくはその他入学資格を証明する書類 

（３）出身校の成績証明書 

（入学者の選考） 

第２７条 前条の入学志願者については、次の方法によって選考を行う。試験科目等詳細については

別に定める。 

（１）一般試験入学（筆記および口述による学力試験による選考） 

（２）社会人入学（学力試験を課さず、一定の職歴と口述試験による選考） 

（３）文京学院大学経営学部および外国語学部の飛び級制度による入学（学力試験を課さず、

口述試験による選考） 

（入学手続） 

第２８条 前条の選考に合格した者は、別に定めるところにより、入学金を添えて入学の手続をしな

ければならない。 

（入学許可） 

第２９条 学長は、前条の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

（休  学） 

第３０条 疾病その他やむを得ない理由により、３ケ月以上修学することができない者は、学長の許

可を得て、休学することができる。 

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者について、学長は、休学を命ずるこ

とができる。 

３ 休学の期間は１ケ年以内とする。ただし、特別の事由があるときは、引き続きさらに１ケ

年以内の休学を許可することがある。また、休学の期間は、通算して４年を超えることがで

きない。 

４ 休学期間満了の場合または休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復

学することができる。 

５ 休学の期間は、第１２条の在学年限に算入しない。 

（転入学） 

第３１条 学長は、他の大学院に在学する者が、本大学院に転入学を願い出たときは、選考の上、許

可することがある。 

２ 前項に関して、必要な事項は、研究科委員会が別に定める。 

（転 学） 

第３２条 他の大学院に転学を志願する者は、その理由を具して学長に願い出て、その許可を受けな

ければならない。 
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（再入学） 

第３３条  第３４条の規定により、退学を許可されたもので、同一専攻に再入学を志願する者がある

ときは、研究科委員会の議を経て、学長が相当年次に入学を許可することができる。 

２  第３５条各号の規定により、除籍された者で、同一専攻に志願する者があるときは、研究

科委員会の議を経て、学長が相当年次に入学を許可する場合がある。 

（退 学） 

第３４条 退学しようとする者は、その理由を具して学長に願い出て、その許可を受けなければなら

ない。 

２ 学長は大学院学生が病気その他の事由で成業の見込みが無いと認めたときは、退学を命ず

ることがある。 

（除  籍） 

第３５条 次の各号の一に該当する者は、研究科委員会の議を経て、学長が除籍する。 

（１）第１２条に定める在学年限を超えた者 

（２）授業料等学費の納付を怠り、催促してもなお納付しない者 

（３）休学の期間を超えてなお修学できない者 

（４）長期にわたり行方不明の者 

 

第１１章   検定料、入学金、授業料 等 

 

（検定料等の金額） 

第３６条 本大学院の検定料、入学金、授業料、施設費、維持管理費および演習費は、別表のとおり

とする。１年修了の場合の特別研究指導費については、別表備考のとおりとする。本大学院

を修了した者が他の研究科、専攻またはコース等に再入学した場合には、入学金および施設

費を免除する。 

２ 第２８条の規定に基づき本学に入学を許可された者が納める学費は、原則として当該者の

属する年次の在学者に係わる学費と同額とする。ただし、検定料および入学金は、入学する

年度の学則に定められた額とする。また、施設費および文京学院大学を卒業した者の入学金

は、入学年次により別表のとおり一部免除する。 

（授業料等の納入） 

第３７条 授業料、維持管理費および演習費は、次の２期に分けて納入しなければならない。ただし、

特別の事情があると認められる者は、延納を許可することがある。 

前期 ４月３０日まで   後期 １０月３１日まで 

２ 入学金および施設費は、所定の期日までに納入しなければならない。 

（休学の場合の授業料等） 

第３８条 休学中は、授業料等の納付金を納入しなければならない。ただし、当該期開始前に休学の

申請があり、休学を許可され、または命じられた者については、前期の全期間または後期の

全期間を休学したときは、その期の授業料、演習費を免除する。 

２  期の途中、前期においては６月３０日（休日の場合はその前日）、後期においては１２月２

７日（休日の場合はその前日）までに休学の申請があり、休学を許可され、または命じられ

た者については、その学期について納入すべき授業料および演習費の２分の１を減額する。 

３ 前項の手続きについては、研究科委員会の審議決定を踏まえ、学長の許可の基に行う。 

（退学、停学等の場合の授業料等） 

第３９条 前期または後期の途中で退学もしくは転学した者については、当該期分の授業料、維持管

理費および演習費を、納入しなければならない。 

２ 停学期間中の授業料、維持管理費および演習費は、納入しなければならない。 

（納入した検定料等） 
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第４０条 納入した検定料、入学金、授業料、施設費、維持管理費および演習費は、返還しない。 

ただし、本学則第３８条に規定する休学の場合の授業料等については、既に納付された授

業料等をその全額または２分の１を返還する。 

 

第１２章  科目等履修生、聴講生、研究生、外国人留学生、長期履修学生 

 

（科目等履修生） 

第４１条 本大学院において、特定の授業科目を履修することを志願する者があるときは、教育に支

障がない限りにおいて、選考の上、科目等履修生として履修を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関する事項は、別に定める。 

（聴講生） 

第４２条 本大学院所定の授業科目中、その１科目の聴講を願い出る者があるときは、当該授業に支

障のない限りにおいて、選考の上、聴講生として、聴講を許可することがある。 

２ 聴講生に関する事項は、別に定める。 

（研究生） 

第４３条 本大学院において、特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは、授

業および研究に支障がない限りにおいて、選考の上、研究生として入学を許可することがあ

る。 

２ 研究生に関する事項は、別に定める。 

（外国人留学生） 

第４４条 外国人で、大学院等において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者

があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関する事項は、別に定める。 

（長期履修学生） 

第４５条 看護学研究科長期履修学生に関する事項は、別に定める。 

 

第１３章  賞     罰 

 

（賞  罰） 

 第４６条 大学院学生の賞罰は、文京学院大学学則第１４章の規程を準用する。この場合において「教

授会」とあるのは「研究科委員会」と読み替えるものとする。 

 

第１４章  スポーツマネジメント研究所 

 

（スポーツマネジメント研究所） 

第４７条 本大学院にスポーツマネジメント研究所を置く。 

   ２ スポーツマネジメント研究所に関する事項は、別に定める。 

 

第１５章  改    正 

 

（改 正） 

第４８条 本学則の改定は、研究科委員会および大学運営会議の議を経て、理事会が決定する。 

 

附      則 

１．この学則は、令和３年４月１日から施行する。 

ただし、令和２年以前の入学者については、入学年度の学則による。 
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大学院学則第 14条第 5項別表］ 授業科目の種類および単位数 

（看護学研究科看護学専攻） 

科目区分 授業科目の名称 
単位数 

必 修 選択必修 選 択 

共通科目 

看護研究方法論Ⅰ ２   

看護研究方法論Ⅱ ２   

看護実践教育論 ２   

看護倫理 ２   

ヘルスプロモーションと健康教育  ２  

家族看護論  ２  

看護システム論   ２ 

看護理論   ２ 

フィジカルアセスメント   ２ 

病態生理学   ２ 

看護管理   １ 

コンサルテーション論   ２ 

 生活支援看護学総論 １   

専
門
教
育
科
目 

療
養
生
活 

療養生活支援看護学特論  ２  

療養生活支援看護学演習Ⅰ  １  

療養生活支援看護学演習Ⅱ  １  

療養生活支援看護学実習  ２  

健
康
生
活 

健康生活支援看護学特論  ２  

健康生活支援看護学演習Ⅰ  １  

健康生活支援看護学演習Ⅱ  １  

健康生活支援看護学実習  ２  

特別研究 特別研究 ８   

※ 修了要件は、本研究科に２年以上在学し、３０単位以上を履修し、必要な研究指導を受けた上、 

修士論文の審査および最終試験に合格すること。 

※ 履修方法は、共通科目において必修科目８単位、選択必修科目２単位、選択科目５単位以上、専門教育

科目において必修科目１単位、療養生活領域あるいは健康生活領域いずれか主たる領域の選択必修科

目６単位、特別研究８単位を含めて３０単位以上を修得する。 
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〔大学院学則 第３６条第１項別表〕 

区  分  

 検定料                               ３５，０００円 

 入学金                              ２００，０００円 

 授業料     （年額） 
                       第１年次  ６３２，０００円 

                       第２年次  ６３８，０００円 

 施設費                        第１年次  １００，０００円 

 維持管理費 （年額）                               ８０，０００円 

 演習費     （年額） 

  経営学研究科                      ５０，０００円 

  人間学研究科 人間学専攻               １００，０００円 

  人間学研究科 心理学専攻               １００，０００円 

外国語学研究科 英語コミュニケーション専攻    ５０，０００円 

保健医療科学研究科 保健医療科学専攻         １００，０００円 

看護学研究科 看護学専攻               １００，０００円 

 

１．標準修業年限をこえて修業する場合の授業料については、履修登録する科目の１単位について 20,000円

を納付するものとする。維持管理費、演習費については、半年で卒業となるときは２年次の設定額の半額

をもって足るものとする。１年間の在学を要するときは、２年次の設定額と同額とする。４年次以降も同

様の扱いとする 

２．優れた業績を上げ１年で修了を認められた者、1年在籍学生で修了を認められた者については、特別研究

指導費として、300,000円を納入するものとする。 

３．１年在籍修了予定学生が修了を認められず、２年目の在籍に及ぶ場合は上記の表による学納金とする。 

４．経営学研究科で外部実習を行う者については、別途実習費を納付するものとする。 

５．人間学研究科で外部実習を行う者については、別途実習費を納付するものとする。 

６．外国語学研究科で外部実習を行う者については、別途実習費を納付するものとする。 

７．看護学研究科で外部実習を行う者については、別途実習費を納付するものとする。 

８．同一研究科・同一専攻の再受験を志願する場合の検定料は、10,000円とする。 

９．科目等履修生の登録料は10,000円、受講料は１単位について15,000円とする。 

１０．聴講生の登録料は10,000円、受講料は１単位について 7,500円とする。 

１１．大学院学則第２３条第１項第５号に規定した入学資格に関する審査料は、無料とする。 

１２．内部特別選考で応募する本学在学生の検定料は、10,000円とする。 

 

 

［大学院学則第３６条第１項および第２項別表］ 

 

一部免除対象学費 免  除  額 

施設費 ２年次入学は所定の額の２分の１ 

文京学院大学卒業者の入学金・施設費 
入学金は所定の額の２分の１ 

施設費は全学免除 
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研究科委員会規程 

  

（趣  旨） 

第 １ 条 本規程は、文京学院大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第８条第４項に基

づき、研究科委員会に関する事項を定める。 

   ２ 大学院担当の非常勤講師、特任教員、客員教授等の任用に関しては、別に定める「非

常勤講師等任用人事委員会規程」に基づくものとする。 

（組  織）        

第 ２ 条 研究科委員会は、当該研究科の授業および研究指導を担当する指導教員、授業のみを

担当する教員をもって組織する。 

   ２ 前項の規定にかかわらず、研究科委員会が必要と認めたときは、研究科委員会に教員

以外の職員を加えることができる。 

   ３ 学長、副学長および統括ディレクター、キャンパスディレクターは、研究科委員会に

出席して意見を述べることができる。 

   ４ 研究科委員長は、留学、出張、その他の理由により長期（１ケ月以上）にわたり出席

できない者があるときは、その期間、当該者を構成員から除外することができる。 

（審議事項） 

第 ３ 条 研究科委員会は、次の事項を審議し、学長が決定を行うにあたり意見を述べる。 

１）学生の入学、転入学、転学、休学、留学、退学、再入学、除籍、卒業及び課程の修

了に関する事項 

２）学位の授与に関する事項 

３）学長が定める事項 

※｢学校教育法第９３条２項３号の学長が定める事項｣については、別途学長裁定規程

として定める。 

２ 研究科委員会は、次の事項を審議し、学長等（学長及び学部長その他の教授会が置か

れる組織の長）から求められた場合、意見を述べる。 

１）科目等履修生、聴講生、研究生、外国人留学生に関する事項 

２）大学院学生団体および学生の生活指導に関する事項 

３）大学院学生の賞罰に関する事項 

４）その他教育研究に関する事項 

３ 研究科委員会の議案は研究科委員長が研究科委員会に提出する。 

（教員の人事） 

第 ４ 条 大学院学則第９条第４号については、教員人事委員会に付託し、本規定第２条第１項

第１号に基づいて組織する研究科委員会において教員の教育研究業績について審議す

る。 

（定足数と議決方法） 

第 ５ 条 研究科委員会は、構成員の過半数の出席をもって成立する。ただし、教員人事に関す

る重要事項については、指導教授の３分の２以上の出席をもって成立するものとする。 

２ 研究科委員会の議決は、出席構成員の過半数によるものとし、可否同数のときは議長

がこれを決する。ただし、教員人事に関する重要事項については、出席指導教授の３分
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の２以上によるものとする。 

３ 投票による議決を必要とする場合は、無記名投票によるものとする。 

（緊急の処置） 

第 ６ 条 緊急を要する事項については、研究科委員長は、学長にはかり、適宜これを処理し、

直後の研究科委員会において報告するものとする。 

（委員会等の設置） 

第 ７ 条 研究科委員会は、必要に応じ、委員会等を設けることができる。 

２ 委員会等については、別に定める。 

（報  告） 

第 ８ 条 研究科委員会の審議結果は、研究科委員長が学長に報告し、意見を述べるものとする。 

（議 事 録） 

第 ９ 条 研究科委員長は、研究科委員会の審議事項について議事録を作成し、次の研究科委員

会に報告し、保管するものとする。 

２ 議事録への署名人は、研究科委員長のほか、指導教授２名とする。 

３ 委員会に付託した議事が含まれる場合の議事録には、その委員長の署名を要する。 

（庶  務） 

第１０条 研究科委員会に関する事務は、大学院担当事務局が行う。 

（改  正） 

第１１条 本規程の改正は、研究科委員会及び大学運営会議の議を経て理事会が決定するものと

する。 

 

 附   則 

１ この規程は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

３ この規程は、平成１４年４月１日から施行する。 

４ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

５  この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
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